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029 自然環境の保全の推進

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

01 自然の保護と回復
水と緑事業本部 公園緑地課

浅間山、府中崖線、けやき並木や多摩川などの貴重な自然環境の保全に努めるとともに、市民意識の啓発や自然と触れ合う機
会を提供することにより、市民の自然を大切にする意識を醸成します。そして、将来にわたって府中の自然環境を保護します
。

平成19年市政世論調査において、市民を対象に緑を増やす協力について尋ねたところ、「高木（将来的に３ｍを超える樹木）
で緑を増やすことができる」と答えたのは1.2％と少ない反面、緑を守り育てていくために、市が特に力を入れるべき項目の
うち、「保存樹木などの保全と助成（22.3％）」は上位に位置している。また、環境週間緑化標語・ポスターコンクール、緑
の募金活動、府中水辺の楽校など自然環境の保全の推進に係る施策に対して、次代を担う児童の積極的な参加がある。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

10,080,000 9,236,000 9,820,000 10,371,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 20,000

10,060,000 9,216,000 9,800,000 10,351,000

10,799,000 9,404,000 9,989,000 0

9,105,328 9,103,468 8,871,581 0

84.3 96.8 88.8 0.0

2.21 4.54 2.30 0.00

19,788,181 42,446,585 20,106,071 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

264,942 546,130 332,162 0

29,158,451 52,096,183 29,309,814 0

①
自然観察会や体験学習への参加
、又は自然の保護や回復に努め
るための活動に参加した割合

10.1

％

9.7 10.6 8.8 - - -

48.5 53.0 44.0 0.0 0.0 0.0
20

②保存樹木の指定本数
1,942

本

1,926 2,183 2,168 - - -

96.3 109.2 108.4 0.0 0.0 0.0
2,000

③水辺の楽校に参加した児童の割
合

5

％

6.8 8.3 12.5 - - -

68.0 83.0 125.0 0.0 0.0 0.0
10



４　施策の評価

今後の課題

今後の展開

これまでの主な取組と成果

指標の分析

029　自然環境の保全の推進

- 2 -

身近な自然環境を保全していくためにも、自然観察会や体験学習への参加の機会を増やすとともに、市民の視点に立って、参加しやすい環境
づくりをしていく必要がある。一方で、水辺の楽校事業の普及により、多摩川での自然体験をする児童が着実に増えている。
保存樹木の指定本数は目標に達している状況ではあるが、保存樹木の維持管理は市民等の負担が大きく、現状を維持することが難しい状況で
ある。落ち葉の時期には保存樹木に対する苦情相談を受けることもあり、適切な維持管理に努めてもらうとともに、地域住民が緑や自然の恩
恵を享受していることに理解を深めてもらうよう、緑の効果をＰＲしていく必要がある。

(1)自然保護意識の啓発・普及（緑化標語・ポスターコンクール）
　自然保護意識を高めるための普及啓発活動の一環として実施し、小・中学生より多数の応募がある。優秀な作品については、表彰している
。最優秀賞作品を活用して、啓発ポスターを作成し、継続して自然保護啓発をしている。
(2)緑の活動推進委員会の運営への支援
　市民と協働で緑化意識の啓発を図ることを目的に、グリーンフェスティバルの企画・運営、ホタル飼育、水と緑ウォーキングツアーの企画
・実施など様々な活動を着実に展開している。
(3)緑の募金活動
　小・中学校、自治会、企業に協力を得て、緑の募金活動を行っている。還元事業として、小・中学校、保育所に花の種や球根を配付し、花
いっぱい運動を推進している。
(4)水辺の楽校への支援
　水辺の体験活動を通して豊かな人間性を育むため、水辺の楽校への支援を行っており、回数を増すごとに参加者も増加し、事業内容も充実
してきている。
(5)保存樹木及び保存樹林の指定
　緑豊かな環境づくりを目指し、身近な自然を守るため、一定規模以上の保存樹木・樹林に指定し、奨励金を交付している。また、住居の周
囲に新設の生け垣を設置する場合についても奨励金を交付している。

　浅間山、府中崖線、けやき並木や多摩川など身近で貴重な自然環境を保全するために、今まで以上に市民意識の啓発や自然と触れ合う機会
を提供する必要がある。
　小・中学校での緑化教育や実践活動を充実させていく必要がある。

　緑の活動推進委員会や水辺の楽校など市民や市民団体が主体となった活動を充実させる。現在よりも多くの市民や市民団体が強い関心を持
ち、参加・実践できる仕組みをつくっていく。
　自然観察会や体験学習の機会を提供していく。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 自然保護啓発普及事業 20 525,000 669,184 530,000
市民の緑化への意識高揚を図るた
め、緑化ポスター・標語コンクー
ルを開催する。

B 3 A A

2 緑の活動推進委員運営事業 20 1,233,000 1,026,819 1,951,000 緑ゆたかなまちづくりの推進を図
るため、市民主体の活動をする。

A A B

3 水辺の楽校推進事業 20 712,000 711,553 650,000 多摩川など水辺を活用した自然環
境学習や体験活動を実施する。

B 1 B B

4 補助金　樹木保存事業費 50 7,350,000 6,464,025 7,240,000
良好な自然環境の保護又は美観風
致を維持するため、一定基準を満
たす樹木等の保存を奨励する。

C 1 C B

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 9,820,000 8,871,581 10,371,000

構成事務事業
の適当性

自然環境の保全の推進を図るため、自然体験活動や自然保護の啓発・普及事業を充実していきます。
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030 多摩川の水質浄化の促進

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

01 自然の保護と回復
環境安全部 環境政策課

東京湾などの公共水域の水質を向上させるために、雨水浸透ますを普及させることなどによって多摩川の水質浄化の促進を図
ります。

（当該施策は、環境政策課・下水道課・総務課が担当する事務事業のそれぞれ一部をもって構成されているため、単独の事務
事業は体系づけされていません。）

雨水浸透ます等の設置や補助を行い、雨水を地下に還元することで水環境の保全を図ることにより、BOD値が常に環境基準を
下回る結果となっている。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

87,953,000 0 0 0

4,500,000 0 0 0

48,000,000 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

35,453,000 0 0 0

87,953,000 0 0 0

87,129,896 0 0 0

99.1 0.0 0.0 0.0

0.24 0.00 0.00 0.00

2,188,738 0 0 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

25,014 0 0 0

89,343,648 0 0 0

①多摩川の水質の改善
8

か月

12 12 12 - - -

100.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0
12

②雨水浸透施設の設置数
30,722

基

36,910 40,565 43,090 - - -

73.8 81.1 86.2 0.0 0.0 0.0
50,000

③小・中学校への雨水浸透施設及
び貯留施設の設置

9

％

9 12 12 - - -

9.0 12.0 12.0 0.0 0.0 0.0
100
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毎月、実施している多摩川の水質調査でBOD値が環境基準値をすべて下回っている。
雨水浸透施設等については、施設の改修時において、設置するよう指導して行きます。

　高度経済成長や都市化に伴い、河川の自浄作用を上回る汚れが河川に流れ込み、水質汚濁が発生したが、その後、法や条例による排水の規
制や下水道の普及により、汚濁のひどかった時期に比べ大きく改善してる。
　水質改善を目的に、昭和５０年から、多摩川水系の河川や用水路の流れる市区町村で合同調査を実施しており、また、昭和５９年からは、
それらの市区町村で多摩川水系水質監視連絡協議会を組織し、年２回の合同調査のほか情報交換会や関連機関との連絡を取っている。

・月１回水質汚濁の状況を監視するために定期的に水質調査を行っている。
・住宅や施設などの新築時における雨水浸透施設の設置指導を行っている。
・小中学校の耐震改修時などに雨水浸透施設及び貯留施設を設置している。

太陽光発電や高効率給湯器等の助成制度は申請件数が多いが、雨水浸透ますや雨水貯留槽は申請件数が少ないため、積極的な助成制度のPRを
行っていく。

引き続き、多摩川の水質調査を行い監視しながら、雨水浸透ます等の設置をPRしていく。
また、雨水浸透施設の設置指導を強化していく。
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031 水と緑のネットワークの形成

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

02 緑の整備
水と緑事業本部 公園緑地課

市民に潤いとやすらぎを与え、水と緑が持つ魅力を一層高めるために、多摩川や公園などを緑道や遊歩道、緑ゆたかな広幅員
の歩道などでつなぎ、市民が憩える水と緑のネットワークを形成します。

平成２２年度に実施した市民意識調査では、領域がＡとなっており、重要度も満足度も高い施策という結果になっている。
しかしながら、市街化が進み、樹林地や農地などが年々減少傾向にある中、市民に憩いややすらぎを与えてくれる空間づくり
をさらに進めていくことが求められている。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

253,400,000 183,530,000 235,165,000 194,420,000

0 0 25,000,000 0

0 0 16,500,000 0

100,000,000 120,000,000 139,000,000 142,000,000

50,000,000 0 25,000,000 42,000,000

103,400,000 63,530,000 29,665,000 10,420,000

208,057,000 188,360,000 210,165,000 0

201,238,150 185,502,120 202,512,220 0

96.7 98.5 96.4 0.0

5.37 5.00 2.15 0.00

48,082,593 46,747,340 18,794,806 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

643,772 601,470 310,500 0

249,964,516 232,850,930 221,617,526 0

①水と緑のネットワーク整備状況
(以上)

83.7

％

85.2 85.2 85.2 - - -

99.6 99.6 99.6 0.0 0.0 0.0
85.5
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都市計画道路（街路樹のある広幅員の歩道）の整備が進んだことにより、道路緑化によるネットワーク化が推進された。
しかし、憩いややすらぎを与えてくれる空間づくりとして、用水路などを利用した親水路の整備や既存緑道の機能向上を図る必要性がある。

○水と緑のネットワーク拠点の整備
・郷土の森公園園路等（旧いこいの森周辺）の再整備については、平成２０〜２３年度の３か年、３工区により整備を行っており、平成２１
年度に修景池周辺（第１工区）、平成２２年度に芝生広場周辺（第２工区）の整備が完了した。
・青年の家跡地複合施設の整備・開設については、平成２１年度に基本設計、平成２２年度に実施設計が完了し、平成２３年１１月の開設を
目指し、平成２３年２月から工事着手した。
・二ケ村緑地（金塚桜広場（仮称））の整備・開設については、平成２０〜２２年度の３か年、３工区により整備を行い、平成２２年度に第
３工区の整備を行い、広場全体の整備が完了し、開設した。
○市内全域の水と緑のネットワーク整備計画の策定
緑道の活性化や用水のさらなる可能性を探り、さらなる水と緑の空間を創出していくため、府中市における緑の将来構造緑の基本計画と合わ
せ、緑の拠点を繋ぐ幹線道路や緑道のネットワークゾーンの設定、緑のあり方を検討した。
○緑道や遊歩道、街路樹のある広幅員の歩道の整備
親水路の整備については、平成１５年度に調査・検討を行い、平成１６年度に矢崎町雑田堀水路（第１工区）を整備した。平成２０年度に新
田川緑道（古戦場跡地）の親水路を整備した。

青年の家跡地複合施設について、複合施設（仮称）の運営は、特定非営利活動法人府中観光協会を中心に民間事業者を含め事業を進めていく
。
親水施設の整備については、水利権や整備後の管理・活用など、用水組合、地元住民や小学校などの団体との調整、協働体制の確立が不可欠
である。

平成２３年度は、郷土の森公園主要通路の整備（園路等整備工事（第３工区））、郷土の森複合施設（仮称）新築工事、新築に伴う各工事を
行い拠点整備を推進する。
親水路の整備について、引き続き整備を行う予定である矢崎町雑田堀水路の整備を地元住民などと調整し、実施設計を行う。
用水を利用した緑道の活性化など、緑道、遊歩道の再整備について、さらに調査・検討していく。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 水と緑のネットワーク拠点等整
備事業

70 235,165,000 202,512,220 191,380,000
郷土の森公園周辺地域を水と緑の
拠点として位置付け、観光の視点
も含めて見直し、整備を進める。

B 1 A A

2 親水路整備事業 70 0 0 3,040,000 水と緑に親しむ空間を創出し、水
と緑のネットワークを推進する。

 −  − A B

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 235,165,000 202,512,220 194,420,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度

- 1 -

032 緑化活動の推進

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

02 緑の整備
水と緑事業本部 公園緑地課

市民の緑化への意識高揚を図るとともに、緑化活動の支援を行うことによって、市民生活の中で緑を多く感じられるように緑
化を推進します。

平成22年度総合計画に関する市民意識調査結果によると、府中市の施策の満足度について、「公園や都市緑化で緑あふれるま
ち（64.6％）」と最も高く、３番目に「自然が保護され、自然とふれあえるまち（47.5％）」を回答している。
また、平成19年市政世論調査によると、自宅で緑を増やす方法として、「植木鉢やプランターで緑を増やすことができる（3
8.7％）」が最も多く回答している。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

23,387,000 23,372,000 25,766,000 23,655,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,982,000 2,350,000 450,000 15,501,000

21,405,000 21,022,000 25,316,000 8,154,000

23,503,000 23,204,000 25,597,000 0

22,883,556 21,537,299 24,053,019 0

97.4 92.8 94.0 0.0

3.61 7.18 1.35 0.00

32,323,680 67,129,180 11,801,390 0

0.00 0.00 0.20 0.00

0 0 671,698 0

432,778 863,708 223,847 0

55,640,014 89,530,187 36,749,953 0

①市民花壇の設置か所数
44

か所

45 45 43 - - -

102.3 102.3 97.7 0.0 0.0 0.0
44

②グリーンフェスティバル参加者
数

6,000

人

5,500 6,000 5,500 - - -

78.6 85.7 78.6 0.0 0.0 0.0
7,000



４　施策の評価

今後の課題

今後の展開

これまでの主な取組と成果

指標の分析

032　緑化活動の推進

- 2 -

市立公園に多く設置されている市民花壇は、緑道など多くの市民の目に触れる場所に増やしていく必要がある。協力団体においては、高齢化
などにより維持管理することが負担となっている場合もあるので、継続できるかどうか意思確認をとる必要がある。
グリーンフェスティバルの開催については、主管課が環境安全部に再編されたことから、他の環境啓発事業との統合を図り、環境学習や自然
環境の保護に対して、市民が活動しやすくきっかけをつくるようなプログラムを増やしていく必要がある。グリーンフェスティバルの開催に
ついては、水と緑の拠点である郷土の森公園において開催するとともに、市民が緑化活動を参加しやすいきっかけをつくるようなプログラム
を増やしていく必要がある。

(1)グリーンフェスティバルの開催
　毎年４月末に市立公園において、市民の緑化意識の高揚を図るため、グリーンフェスティバルを開催し、草花の寄せ植え講習会や緑化相談
、巣箱作りなどの体験コーナーを実施している。
(2)蓮を観る会の開催
　蓮の権威であった大賀一郎博士が開催した蓮を観る会は、現在では、郷土の森公園修景池において、大賀蓮をはじめ30種類の花蓮を観賞す
ることができ、多くの市民に楽しんでもらっている。
(3)市民花壇の運営支援
　草花の植付けや維持管理を通じて、自治会など地域住民のコミュニティ意識の醸成を図るため、市民花壇の運営を支援し、公園や公共地を
利用する市民が緑を多く感じられるような取組みを行っている。
(4)緑化相談の実施
　グリーンフェスティバル開催時に、緑化相談を実施し、自宅で緑を増やしている市民からの相談に応えている。
(5)生け垣造成の助成
　住居の周囲に新設の生け垣を設置する場合について、奨励金を交付し、住宅地における緑化を推進している。

今まで以上に、市民の緑化への意識高揚を図り、市民生活の中で緑を多く感じられるようにグリーンフェスティバルや蓮を観る会などの開催
について、市民のニーズに合った内容等に見直し、参加者の増加を目指す必要がある。
　平成19年市政世論調査にあるように、市民が自宅で緑を増やす内容について、植木鉢やプランター、ベランダや屋上など限られたスペース
であれば増やすことができると回答していることから、身近で手軽に緑を感じられるような情報を提供していく必要がある。
　市民花壇を運営する自治会など地域団体を構成する市民の高齢化により、現状を維持することが難しくなっている。
　生け垣の造成や保存樹木など維持管理に係る費用負担が大きい取組みは、現状維持または拡充することが難しいため、利用を促進するＰＲ
に努めたい。

グリーンフェスティバルや蓮を観る会については、水と緑のネットワークの拠点である郷土の森公園において、多様化する市民ニーズにも対
応できるよう見直すとともに、内容を充実させて開催することを検討する。
　市民花壇や生け垣の設置を促進し、まちかどの生活空間に潤いと安らぎを与えることができるような取組みを行っていく。
　費用負担の大きい保存樹木の維持管理について、市が財政面や技術面での必要な支援を検討していく。



032　緑化活動の推進
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 花蓮保存・普及事業 20 3,335,000 2,226,169 589,000
大賀蓮をはじめ約３０種類の花蓮
を市民が鑑賞できるよう維持管理
する。

B 1 C B

2 緑と花いっぱい運動推進事業 20 3,574,000 3,487,089 3,447,000
市民の緑化に関する意識の高揚を
図り、市民の緑化活動を支援する
ための事業を実施する。

C 2 A A

3 市民花壇運営事業 20 2,315,000 2,220,161 2,323,000
公園や公共用地の一部に市民花壇
を設置し、市民団体が春と秋に草
花の苗を植える。

C 1 B B

4 公共花壇運営事業 30 16,542,000 16,119,600 17,296,000 公共花壇への植付 B 1 B B

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 25,766,000 24,053,019 23,655,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度

- 1 -

033 公園・緑地の整備と管理の充実

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

02 緑の整備
水と緑事業本部 公園緑地課

市民の身近な所に公園を増やすとともに、地域の特性を生かした公園づくりや地域住民が主体となった管理・運営の導入など
、地域に密着した公園の整備を推進します。また、住宅地や商店街、道路など、身近な場所の緑を増やし、緑豊かな生活環境
を創出します。

　平成２２年に行った市民意識調査の結果からは、「公園や都市緑化で緑あふれるまち」の項目が満足度71.3％で１位となっ
ていますが、都市化が進む中、地域のコミュニティや災害活動としての場など、地域における公園の役割も多様化しており、
安全・安心、多目的に活用できる公園の整備や管理が求められている。
　また、計画的な緑の保全や緑化の推進を行うため、平成２１年に策定した府中市緑の基本計画２００９で定める施策の計画
的な実施が望まれている。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

575,015,000 509,375,000 517,997,000 551,987,000

0 0 0 0

0 0 27,235,000 46,427,000

0 0 0 0

6,350,000 6,640,000 6,635,000 8,674,000

568,665,000 502,735,000 484,127,000 496,886,000

573,472,000 541,910,000 529,997,000 0

549,547,902 526,815,576 508,341,592 0

95.8 97.2 95.9 0.0

11.91 22.83 15.20 0.00

106,641,282 213,448,354 132,874,904 0

1.00 2.00 0.80 0.00

3,479,731 6,653,268 2,686,790 0

1,547,691 2,986,911 2,310,706 0

661,216,607 749,904,109 646,213,992 0

①市の面積に対する緑地の割合
25

％

25 25 25 - - -

86.2 86.2 86.2 0.0 0.0 0.0
29

②市民１人当たりの都市公園面積
6.86

㎡／人

7.01 6.95 6.93 - - -

66.8 66.2 66.0 0.0 0.0 0.0
10.5

③公園や都市緑化に満足している
市民の割合（以上）

72

％

73.8 70.9 71.3 - - -

98.4 94.5 95.1 0.0 0.0 0.0
75



４　施策の評価

今後の課題

今後の展開

これまでの主な取組と成果

指標の分析

033　公園・緑地の整備と管理の充実

- 2 -

　緑地率は数値的な変化はないものの、公園については市民が歩いて行ける範囲に公園を整備するなど公園の整備率は上昇している。このこ
とから、市民が緑を感じられる機会が増え、市民意識調査の結果の満足度が１位となったものと考えられる。
　「①市の面積に対する緑地の割合」及び「②市民1人当たりの都市公園面積」の指標の目標値については、府中市緑の基本計画２００９の
策定に伴い見直しを行い、①については平成３０年までに２６％、②については平成３０年までに７．３３㎡／人に変更していることから、
指標目標値の見直しを行う必要がある。

　府中市地域まちづくり条例等に基づき開発事業に対して、緑地の設置や公園の設置などを誘導し、市内の緑の充実を図った。
　平成２０年度に学識経験者や市民公募などによる検討協議会を開催し、緑の基本計画を改定するための意見をいただき、平成２１年８月に
府中市緑の基本計画２００９を策定した。
　公園整備については、新設公園の築造及び既設公園の施設改良等の整備を行い、また、日常管理として、樹木の剪定や遊具などの点検・修
理を行っている。
　市民との協働による公園づくりや公園管理を進めるため、朝日町公園と四谷第３公園をモデル事業として、地域住民との懇談会を開催し、
体制づくりを検討した。

　府中市緑の基本計画２００９を市民や事業者に周知するとともに、本計画で示す施策等を実施するための計画を定める必要がある。
　整備については、バリアフリー化を進めるとともに、災害時の応急対策用の備蓄倉庫の設置場所や避難場所などとして多目的に活用ができ
、地域住民の意見を反映した公園づくりを進める必要がある。

　府中市緑の基本計画２００９を市民や事業者に周知し、本計画で示す施策等を実施するための計画を定め、計画的に施策等を進めていく。
　都市化が進む中で新たな事業地の確保が難しいが、新設公園の設計・築造を行い、既設公園施設での利用者の安全を第一に、老朽化した遊
具の交換や施設の補修等を行っていく。また、老朽化した既設公園のリニューアル等の検討も地域住民の意見を聴きながら進めていく。
　地域住民が主体となった公園管理・運営制度を構築していく。



033　公園・緑地の整備と管理の充実

- 3 -

H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 公園緑地等維持管理事業 30 517,902,000 508,246,592 551,892,000 公園や緑地などの維持・管理 B 1 A A

2 負担金　日本公園緑地協会 60 95,000 95,000 95,000
公園・緑地の整備と管理の充実の
情報取得のための日本公園緑地協
会への負担金。

B 1 B B

3 緑化指導事業 10 ○ 0 0 0 府中市地域まちづくり条例等に基
づく緑地及び公園の設置指導

 −  −  −  −

4 樹木剪定管理事業 30 ○ 0 0 0 公園や緑地など管理地内の樹木の
管理

 −  −  −  −

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 517,997,000 508,341,592 551,987,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度

- 1 -

034 環境に配慮した活動の促進

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

03 生活環境の保全
環境安全部 環境政策課

市民一人ひとりが環境に対する意識を高め、環境に配慮した行動を実践できるよう、環境学習、情報提供などを行います。ま
た、地球温暖化の防止など環境負荷を低減する活動を実施することにより、地球環境の保全を推進します。

現在の環境問題は、生産や流通などの活動が原因とされる産業型公害に加え、地球温暖化などに見られるように、市民の日常
生活も原因となっている。したがって、私たち一人ひとりが環境に対する理解を深め、生活の中で取り組んでいくことが重要
となる。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

7,987,000 8,676,000 26,050,000 25,154,000

1,800,000 1,800,000 5,796,000 5,593,000

0 0 0 1,190,000

0 0 0 0

0 0 0 1,500,000

6,187,000 6,876,000 20,254,000 16,871,000

7,987,000 11,105,000 26,544,000 0

7,317,399 10,251,164 23,584,730 0

91.6 92.3 88.9 0.0

3.18 5.88 2.93 0.00

28,453,593 54,974,872 25,642,525 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

325,191 649,331 355,410 0

36,096,183 65,875,367 49,582,665 0

①温室効果ガス排出量（Ｈ２２年
度までに５％以上の削減）

10,350

ｔ

11,877 10,926 11,192 - - -

82.8 90.0 87.9 - - -
9,832.5

②環境学習講座の定員充足率
40

％

60 70 70 - - -

60.0 70.0 70.0 0.0 0.0 0.0
100
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034　環境に配慮した活動の促進
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温室効果ガス排出量については、平成２１年度の数値となっている。
主に紙の使用量が増加したため増えている。

市では、市民の方々による酸性雨の簡易測定を、エコリーダー養成講座としてスタートさせ、講座修了生による企画・運営で進めているかん
きょう塾（施設見学会含む）、市民ボランティア調査、エコサマースクールと題した東京農工大学との連携による夏休みの自由研究を目的と
した夏期講座、環境月間の６月に環境フェスタ、１１月エコ博の実施、著名人を招いての環境をテーマとした講演会などを開催・実施してい
る。
その他にも、「府中市職員エコ・アクションプラン」を中心とする環境マネジメントシステムに基づいた、環境負荷低減対策をより積極的に
推進するため、地球温暖化の防止に努めている。

また、市民の協力により環境学習講座を開始しているが、参加者の確保が難しい状況である。
地球温暖化の防止や環境負荷低減活動を始めとした環境に配慮した活動について、事業者や市民にさらに浸透させる必要があると考える。

環境学習講座や環境フェスタを継続して実施するとともに、市民・事業者・行政が協力した環境推進体制の確立に向けた取組を行っていく。
さらに、環境マネジメントシステムについても引き続き、環境負荷低減のために平成２３年度から、第３次職員エコ・アクションプランをス
タートさせ、平成２１年度排出量を基準とし、毎年１％以上の削減を目指し、引き続き５％以上の削減に向けて努めていく。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 環境審議会運営事業 40 1,650,000 1,430,000 1,155,000 環境施策について、審議会を開催
し、審議する。

B 1 C C

2 環境マネジメントシステム運営
事業

90 2,100,000 1,898,190 1,506,000 環境マネジメントシステムの運営 B 1 B B

3 環境保全活動事業 20 0 0 4,283,000
市民・事業者・行政が一体となっ
た環境保全活動センターの運営に
ついて

 −  − B B

4 環境啓発事業 10 1,500,000 2,000,000 0 環境フェスタの実施（イベント） B 1  −  −

5 環境学習事業運営事業 90 320,000 106,640 0
環境学習修了生による市民スタッ
フが市と共同で、講座の企画だけ
でなく運営を行っている。

B 1  −  −

6 地球温暖化対策事業 40 7,600,000 5,772,900 5,330,000 府中市地球温暖化対策地域推進計
画の策定

A B B

7 補助金　エコハウス設備設置助
成事業費

50 12,880,000 12,377,000 12,880,000 環境に配慮した住宅設備の設置の
助成

B 1 A A

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 26,050,000 23,584,730 25,154,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度

- 1 -

035 まちの環境美化の推進

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

03 生活環境の保全
環境安全部 環境政策課

美しいまちづくりのため、市民一人ひとりの美化意識の高揚を図ることを目的に、市民の協力を得ながら、美化運動の推進や
美化意識の啓発などを行い、良好で快適な住みやすい環境づくりを進めます。

市では、環境美化啓発活動や市民清掃活動・自主清掃活動を実施し、また、市内主要５駅周辺での喫煙禁止区域の設定、各種
啓発活動などを実施することにより、環境美化に対する市民意識の高揚とまちの環境美化に努めているが、まちの美観を損ね
るたばこや空き缶のポイ捨てなどが後を絶たない状況である。「府中市まちの環境美化条例」の内容を市民や事業者などへ周
知徹底するとともに、さらなる啓発活動を行う必要がある。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

39,706,000 20,714,000 22,075,000 23,065,000

8,000,000 0 0 0

1,893,000 1,490,000 1,990,000 4,199,000

0 0 0 0

0 0 0 0

29,813,000 19,224,000 20,085,000 18,866,000

39,735,000 20,641,000 22,075,000 0

38,335,306 18,315,173 18,253,091 0

96.5 88.7 82.7 0.0

5.39 9.90 6.11 0.00

48,251,723 92,559,733 53,421,928 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

562,846 1,089,981 740,460 0

87,149,876 111,964,887 72,415,479 0

①美化協定の締結件数
0

件

49 51 50 - - -

98.0 102.0 100.0 0.0 0.0 0.0
50

②地域安全・環境美化の日の活動
実施駅数

1

駅周辺

1 2 2 - - -

20.0 40.0 40.0 0.0 0.0 0.0
5

③市民の自主的な清掃活動への参
加者数（団体数）

1,955

人

5,760 6,362 6,752 - - -

198.6 219.4 232.8 0.0 0.0 0.0
2,900
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今後の課題

今後の展開

これまでの主な取組と成果

指標の分析

035　まちの環境美化の推進
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市民の自主清掃活動は、参加者が増加し、啓発活動の効果と市民意識の高まりが現れてきている。

環境美化条例で指定された美化推進地区を中心として、美化協定の締結をした自治会、商店会、事業所などと協働で、定期的な美化活動およ
び啓発活動を行うとともに、歩行喫煙のパトロールや地域の団体等による自主清掃の支援を実施し、まちの環境美化に努めているなかで、吸
い殻や空き缶などのポイ捨ても少しずつ減少してきている。
また、市民の安全で快適な生活確保のため、スズメバチの巣の駆除や空地の適正管理指導と、害虫の自主駆除の支援のために、器具の貸出し
と駆除方法等の指導を行っている。
さらに、飼い主のいない猫の繁殖を防止するため、活動団体の登録をし去勢・不妊手術費用の助成を行っており、登録団体も増え活動範囲も
広がってきている。

一部の団体や地域については、定期的な美化活動もされているが、路上への吸い殻やごみのポイ捨て、ペットのふん尿放置等はいまだに多く
、いかに市民個々の美化意識向上を図るか、現在の事業と平行しながら、新たな啓発方法を考えていかなければならない。また、美化活動の
清掃において回収されたごみや落ち葉について、より環境負荷低減を含めた効率的な回収及び処理方法を考えていかなければならない。
さらに、空き家についての苦情相談が寄せられており、対応が必要となっている。
　

環境の美化推進は、市民が主体となって積極的に関わっていくという意識を定着させていくために、効果的な事業実施と啓発方法を進化させ
ていく必要がある。
各美化推進地区において、美化協定締結団体と協力員の拡大を図り、協働による美化活動の輪を広げていく。自主清掃において回収した落ち
葉をたい肥化することでごみ減量の推進及びCO2の削減を図るを目的とする。並びにごみの回収について外部委託をすることで人件費の削減
を図る。
また、生活形態の多様化により、害虫駆除等の相談内容も多様化してきており、適切な対応に必要な知識の取得も積極的に行っていく。
さらに、荒廃した空き家の調査を行い、分布を把握し空き家対策を行っていく。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 環境美化推進委員会運営事業 90 121,000 0 132,000
府中市まちの環境美化条例の目的
達成のため、市長の付属機関とし
て設置する。

B 4 B B

2 害虫等駆除対策事業 20 2,463,000 2,178,876 2,436,000
危険害虫及び不快環境獣等の駆除
・捕獲などによる市民の安全な生
活環境保全事業

B 4 B B

3 空地整備指導対策事業 20 22,000 16,433 2,024,000
空地の適正管理を指導し、周辺地
域住民の生活環境の悪化を防止す
る。

A A A

4 まちの環境美化推進事業 20 10,533,000 8,219,282 10,332,000
市民と事業者との連携協働により
、美化活動推進と美化意識の啓発
を行う。

B 4 B A

5 市民清掃活動事業 20 2,038,000 1,823,506 1,868,000 市民による多摩川の一斉清掃を実
施する。

B 4 B B

6 環境衛生普及対策事業 20 383,000 295,008 322,000 緊急発生した衛生害虫駆除等によ
る快適な生活環境の確保

B 4 B B

7 飼い主のいない猫対策事業 20 3,022,000 2,842,737 2,955,000
飼い主のいない猫の増加および被
害防止のため、地域ぐるみで実施
する対策活動の啓発と支援。

B 4 B B

8 公衆トイレ維持管理事業 30 3,493,000 2,877,249 2,996,000 南武線西府駅北公衆トイレの建設
及び維持管理に係ること

B 4 C C

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 22,075,000 18,253,091 23,065,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度

- 1 -

036 公害対策の推進

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

03 生活環境の保全
環境安全部 環境政策課

騒音、振動、水質汚濁、地下水汚染、大気汚染、悪臭などの公害の監視体制を強化するとともに、事業者に対する公害発生防
止のための指導・支援や情報提供を行い、公害の発生防止を図ることにより、良好な環境を保全します。

市内の苦情対応は特に重要で迅速な対応が求められている。大気常時監視、騒音・振動測定、水質調査などは、継続的に行っ
ていく必要がある。その成果を「府中の環境」として冊子を作成し市民へ公表している。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

33,177,000 28,773,000 28,074,000 25,335,000

0 0 0 0

3,691,000 3,844,000 4,041,000 4,047,000

0 0 0 0

0 0 0 0

29,486,000 24,929,000 24,033,000 21,288,000

33,177,000 26,421,000 27,585,000 0

30,092,730 24,201,184 25,366,862 0

90.7 91.6 92.0 0.0

2.44 4.20 1.96 0.00

21,887,380 39,267,766 17,095,017 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

250,145 463,805 236,936 0

52,230,255 63,932,755 42,698,815 0

①市民１，０００人当たりの公害
苦情件数

0.53

件

0.37 0.28 0.26 - - -

108.1 142.9 153.8 - - -
0.4

②
騒音・大気汚染などの公害に悩
まされている市民の割合（以下
）

23

％

79 84 81 - - -

25.3 23.8 24.7 - - -
20
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今後の課題

今後の展開

これまでの主な取組と成果

指標の分析

036　公害対策の推進
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大気汚染の苦情は焼却炉の規制等で減少傾向にあるが、騒音の苦情に関しては、開発行為や中高層などにより住宅地が増えることにより、増
加傾向にある。

主な取組として、騒音・振動測定、大気常時監視、測定調査、ダイオキシン類調査を実施している。
その他にも水質調査や公害相談受付を中心に、工場認可申請や特定建設作業の届出、開発行為や中高層の事前協議などの際に公害防止発生の
未然防止のために業者への指導を行っている。

騒音・振動調査や水質汚濁・大気汚染調査などを継続的に実施し、国の基準値や都の条例の規制値などを継続的に維持するよう努めているが
、一部未達成なものがある。また、アスベストなど新たな問題や住宅地に近接する工場や事業所や建設作業での騒音の苦情相談が増加してお
り、公害問題には依然高い関心があると考えている。

公害問題は、急に新たな問題が発生することもあり、事前に対応することが出来るものもあるが、予測が難しい問題でもあり、やはり日ごろ
の環境の監視体制を強化するとともに、事業者等に対する公害発生防止のための指導や支援や情報提供が必要であり、公害の苦情体制を充実
するとともに、国や都や関係機関との連携を密に図り、新たな公害にも迅速に対応できるようにしていく。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 公害防止指導対策事業 10 13,836,000 12,493,451 14,290,000 苦情処理や大気常時監視や騒音・
振動測定など公害防止指導対策

B 1 A A

2 各種分析調査事業 20 3,901,000 3,134,605 3,635,000
大気や水質、地下水や、土壌汚染
などの汚染状況の調査及び汚染防
止対策

B 1 B B

3 市民ボランティア環境調査運営
事業

90 527,000 357,556 0 市民ボランティアによる環境調査
の実施

B 1  −  −

4 公害測定機器整備事業 30 9,800,000 9,371,250 7,400,000
市内を広域的に公害測定機器を設
置し、大気測定の常時監視を行っ
ている。

B 1 B B

5 負担金　東京都市公害事務連絡
協議会

60 10,000 10,000 10,000
東京都市環境・公害事務連絡協議
会とは、２６市の環境・公害事務
担当課をもって組織されている。

B 1 B B

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 28,074,000 25,366,862 25,335,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度
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037 斎場の運営・墓地の整備

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

03 生活環境の保全
市民生活部 住宅勤労課

市民聖苑では、施設の整備と効率的な運営によって、宗教や宗派にかかわらず、通夜、告別式、火葬、法要などの一連の行事
を行える場を提供します。
また、市民の墓地需要を踏まえ、近隣の周辺環境と調和した墓地を整備します。

１　斎場　斎場の運営については、第５次総合計画資料によれば、市の６５歳以上の将来人口の構成比は平成１６年の１６．
１％から平成４１年には２５．７％%へと増加する。死亡者の増加も予想され、市民ニーズは高い。
２　墓地　平成２０年に墓地の意識調査を行ったところ「墓地を必要としている」という回答は全体の約４０％であった。ま
た、購入先については「公営墓地を希望する」が約８０％で、公営墓地を求める市民は多いという結果が出ている。さらに、
平成２０年第４回市議会定例会では、墓地の早期実現を求める陳情が採択されており、市民ニーズは高いものと考えられる。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

358,628,000 224,321,000 228,263,000 262,700,000

0 0 0 0

0 0 0 25,000,000

74,000,000 0 0 0

99,058,000 83,593,000 86,035,000 80,659,000

185,570,000 140,728,000 142,228,000 157,041,000

358,586,000 225,682,000 228,263,000 0

336,838,456 217,604,663 219,439,600 0

93.9 96.4 96.1 0.0

5.15 13.12 8.00 0.00

46,147,122 122,642,835 69,905,021 0

2.00 0.00 0.00 0.00

6,959,462 0 0 0

2,808,532 7,925,542 3,557,697 0

392,753,572 348,173,040 292,902,318 0

①斎場待ち日数
10

日

7 8 8 - - -

87.5 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0
8

②墓地の区画確保数
0

区画

0 0 0 - - -

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
3,000
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１　斎場
　斎場の指標については、総合計画後期基本計画の終了年度である平成２５年度までに待ち日数を最大で開設当時の８日にするとしたもので
す。平成２０年度に第４式場の開設及び友引の日の運営を始めたことにより、平成２０年度の待ち日数は７日、平成２１年度及び平成２２年
度は８日となり指標を達成したが、今後の推移をみてゆきたいと考えています。
２　墓地
　墓地の指標については、平成２５年度までに３０００区画を整備するとしたものです。墓地の整備については稲城市と協議中ですが、現在
のところ、早くても保留地の取得は平成２４年度末になるため、目標時期の修正が必要となっています。

１　斎場
　斎場の運営については、通夜、告別式の待ち日数を減少させ効率的に運営するため、平成１９年度に第４式場を設置し、友引日における営
業も開始し、待ち日数を減少させることができた。また２０年度において、耐用年数の迫っている火葬炉の改修に備えて、火葬炉を２基増設
した。
２　墓地
　墓地の整備については、平成１７年頃までに墓地用地取得を想定していたが、稲城市の南山東部土地区画整理事業の遅れに伴い、墓地用地
取得が予定どおり進まなかった。その後、南山東部土地区画整理組合が認可され、区画整理事業に進展が見られたことから、平成２１年度末
に「府中市と稲城市の墓地整備計画の推進に係る覚書」を締結し、平成２２年度からは両市職員による準備担当を設置し、墓地の運営主体と
なる一部事務組合の設立に向け準備を進めた。しかし、一部事務組合の設立に関して協議が合意に至る前に稲城市長の引退表明があり、協議
が中断したため、保留地の取得は平成２４年度末以降となることとなった。
　現在のところ、平成２４年度末ごろに用地を取得し、平成２６年度中に墓地の販売を開始することを目標として、稲城市をはじめとした関
係機関と協議を進めている。

１　斎場
　斎場の運営については、開苑１５年を経過し、施設や設備における改修が必要となっており、聖苑業務に支障がないよう計画的に修繕をお
こなわなければならない。
２　墓地
　墓地の整備については、稲城市と協議を進めているところだが、稲城市長の引退表明や協議の難航などにより当初の想定よりスケジュール
に遅れが生じている。今後、一部事務組合の設立や用地の取得に向け、計画的かつ効率的に事務を進める必要がある。

１　斎場
　斎場の運営については、２４年度策定予定の長期修繕計画に基づき、修繕を行います。通常の業務については現状どおり維持する。
２　墓地
　稲城市との協議は合意のめどがつきつつある。このため、今後、稲城市と協議しながら、平成２４年度当初に一部事務組合を設立すること
を目指すとともに、用地の取得先である南山東部土地区画整理組合と具体的な協議を進める。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 府中の森市民聖苑管理運営事業 30 221,317,000 216,641,350 261,315,000
施設の整備と効率的な運営により
、通夜、告別式などの行事を行え
るようにする。

B 1 A A

2 市民墓地整備事業 60 6,946,000 2,798,250 1,385,000 市民墓地の整備 B 1 A B

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 228,263,000 219,439,600 262,700,000

構成事務事業
の適当性

当該施策は、「斎場の運営」と「墓地の整備」の２つに特化されている施策であり、それぞれを行う２つの事務事業で施策の
目的を達成することができるため、現状では過不足ないものと考える。



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度
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038 ごみ減量化・資源化の推進

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

04 循環型社会の形成
ごみ改革推進本部 ごみ減量
推進課

環境負荷の低い資源循環型社会の構築を目指すため、ごみの発生抑制を最優先にし、ごみの減量化やリサイクルを推進します
。

収集方法が変更され、大幅なごみ減量が実現した。今後もごみ５０％削減に向けた新たなごみ減量施策の展開が必要である。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

145,633,000 195,369,000 163,217,000 181,099,000

0 0 0 0

0 0 13,842,000 27,585,000

0 0 0 0

2,368,000 2,270,000 2,238,000 1,937,000

143,265,000 193,099,000 147,137,000 151,577,000

145,691,000 324,378,000 179,477,000 0

120,480,868 255,823,823 149,878,637 0

82.7 78.9 83.5 0.0

13.51 31.02 14.94 0.00

120,992,774 290,020,497 130,602,044 0

0.85 9.00 4.01 0.00

2,957,771 29,939,706 13,467,537 0

6,162,200 18,438,120 5,834,832 0

250,593,613 594,222,146 299,783,050 0

①
ごみの減量化やリサイクルに取
り組んでいる市民の割合（以上
）

88.4

％

89 90 92 - - -

93.7 94.7 96.8 0.0 0.0 0.0
95

②ごみの排出量（以下）（13年
度基準）

68,395

ｔ

59,071 57,683 42,295 - - -

59.3 60.7 82.8 - - -
35,000

③市民一人当たりのごみの排出量
（ｇ／日）（13年度基準）

654.9

ｇ

542.3 533 367 - - -

47.0 47.8 69.4 - - -
254.8

④　
-

　

- - - - - -

- - - - - -
-

⑤　
-

　

- - - - - -

- - - - - -
-
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これまでの主な取組と成果
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平成２２年２月からの収集方式の変更を契機に、市民一人当たりのごみの排出量は大幅に減少した。

・広報やごみ新聞で、ごみ減量や分別の推進を行った。
・店頭回収システム（ペットボトル）を新たに構築した。
・集団回収の拡充を行い、平成２２年度は１４団体が新規登録を行った。
　※延４１３団体

・ごみ減量・分別について広く市民に周知する。
・店頭回収の推進、レジ袋の削減や過剰包装の抑制など製造・販売業者への働きかけと市民への協力要請
・資源の循環する街づくりのため、集団回収を積極的に進め、ごみの減量化を図る。

家庭ごみの有料化、戸別収集の実施だけでなく、様々なごみ減量施策を併せて実施していくことで、ごみを減らしていく効果が期待される。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 廃棄物減量等推進審議会運営事
業

40 1,235,000 1,341,884 39,000 廃棄物減量等推進審議会の運営 B 2 A C

2 全国都市清掃会議参画事業 60 150,000 150,000 150,000 全国都市清掃会議運営会費 B 4 B B

3 三多摩清掃施設協議会運営事業 60 5,000 5,000 5,000 三多摩清掃施設協議会運営会費 B 4 B B

4 集団回収推進事業 20 85,416,000 79,339,007 92,540,000 ごみ減量及びリサイクル活動の推
進のため資源物回収を行う。

A A A

5 ごみ減量運動啓発事業 20 34,303,000 25,058,519 43,022,000 ごみ減量の啓発 B 1 A A

6 リサイクル推進事業 20 30,450,000 27,935,251 32,992,000 粗大ごみから出た家具などを再生
しリサイクルの推奨を行う。

C 1 B C

7 地域ごみ対策推進事業 20 1,339,000 326,839 874,000 地域住民のごみ減量とリサイクル
推進活動

A A B

8 市民マイバッグ持参運動推進事
業

20 718,000 409,297 0 マイバック持参運動を展開する。 C 2  −  −

9 生ごみ資源循環システム構築事
業

20 3,104,000 2,787,886 3,133,000 生ごみの堆肥化 A A B

10 ごみ排出指導事業 10 2,497,000 1,860,954 1,844,000 ごみ排出指導 A A B

11 ごみ減量化処理機器購入補助事
業

50 4,000,000 10,664,000 6,500,000 ごみ減量化処理機器購入費補助金
交付

B 1 A B

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 163,217,000 149,878,637 181,099,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度
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039 ごみの適正処理の推進

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

04 循環型社会の形成
ごみ改革推進本部 ごみ減量
推進課

資源の有効利用や環境への負荷を低減するため、分別収集、不燃物の再資源化・焼却残さの資源化などによって、ごみの収集
・中間処理・最終処分の各段階において適正処理を推進します。さらに、最終処分場への搬入量を減少させることによって、
最終処分場の延命化を図ります。

収集方法の変更に伴い、分別の徹底、３R諸施策を通じ、ごみの発生を抑制し、最終処分場の延命化を図ることが望まれてい
る。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

5,220,250,000 5,354,720,000 5,387,679,000 4,609,331,000

0 0 0 0

50,000,000 32,000,000 32,000,000 32,000,000

0 0 0 0

742,108,000 890,422,000 1,310,078,000 983,877,000

4,428,142,000 4,432,298,000 4,045,601,000 3,593,454,000

4,928,672,000 5,229,886,000 5,175,960,000 0

4,828,018,640 4,982,024,365 5,082,421,406 0

98.0 95.3 98.2 0.0

34.49 67.97 34.06 0.00

308,795,770 635,483,340 297,744,686 0

2.15 3.00 1.99 0.00

7,481,422 9,979,902 6,683,391 0

18,400,786 32,697,546 11,100,053 0

5,162,696,618 5,660,185,153 5,397,949,536 0

①最終処分場への搬入量
3,773

ｔ

2,381 2,357 1,802 - - -

106.3 107.3 140.4 - - -
2,530

②最終処分量の割合量に対する搬
入率（％）

61.5

％

42.2 39.7 35.8 - - -

94.8 100.8 111.7 - - -
40
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最終処分場への搬出量は年々減少しているが、限りある施設の延命化を図るため焼却ごみの発生を抑制し、更なる減量が必要であると考えら
れる。

　平成２２年２月からダストボックスが廃止され、有料化、戸別収集が実施されました。その結果ごみ減量が推進され、最終処分場に搬入さ
れる焼却灰も減少した。
　また、新たに剪定枝を資源として収集し、資源化をおこなった。

　有料化、戸別収集が実施され、ごみ減量が大幅に推進されたが、ごみ５０％削減に向けた新たなごみ減量施策の展開が必要である。

　広報紙等を活用し、ごみ減量・リサイクル推進の必要性を説明し、ごみ減量の意識を常に高めていく必要がある。
　また、収集方法の変更時期を４０年に１度のチャンスととらえ、住民、事業者、行政が一体となって環境基本計画に掲げられた「ごみ５０
％削減」の目標年度及び府中市総合計画後期基本計画の最終年度である平成２５年度までにリサイクル率日本一になる目標を目指して、循環
型社会を構築していく。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 廃棄物収集運搬事業 10 1,129,358,000 1,157,656,736 1,177,987,000 廃棄物（資源含む）収集運搬 B 1 A A

2 有料ごみ収集管理事業 90 223,193,000 125,588,834 139,175,000 有料ごみの袋の作成及び販売委託
・粗大ごみ収納事務委託

B 1 A A

3 有害ごみ処理事業 90 11,141,000 11,440,084 11,678,000 蛍光管、乾電池の収集運搬及び処
理

B 1 A B

4 へい死犬猫処理事業 10 4,345,000 4,345,199 5,003,000 へい死犬猫の収集運搬 B 1 A B

5 ダストボックス等維持管理事業 20 249,142,000 187,435,483 3,740,000
ダストボックスの民有地設置に伴
う謝礼金及びダストボックス置き
場の修理・整地に要する経費

C 2 A B

6 廃棄物処分事業 90 24,000,000 0 0 事業系一般廃棄物の別途処理（収
集運搬及び処理）

D 1  −  −

7 リサイクルプラザ管理運営事業 30 548,164,000 486,303,054 466,946,000 府中市リサイクルプラザの管理及
び運営

B 1 A B

8 ごみ処理施設等運営事業 60 3,183,381,000 3,094,909,536 2,789,909,000 中間処理施設及び最終処分施設運
営負担金

B 1 A B

9 資源ごみ収集運搬事業 90 2,870,000 2,658,240 2,808,000 資源ごみの収集(食用油、剪定枝
）

B 1 A C

10 し尿収集運搬事業 10 12,085,000 12,084,240 12,085,000 一般家庭及び営業所等のし尿収集 B 1 A B

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 5,387,679,000 5,082,421,406 4,609,331,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度
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040 防災体制の充実

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

05 防災対策の強化
環境安全部 防災課

市民が安心して暮らせるように、地震や風水害などの災害に係る防災体制の充実を図ることにより、被害を軽減するとともに
、災害から市民の身体、生命及び財産を守る災害に強いまちづくりを進めます。

平成22年度に実施した市民意識調査では、防災対策の強化についての重要度は、昨年度から1.5ポイント下がった19.4％とな
ったが、平均値が13.8％であるので、市民にとって依然高いものとなっている。満足度は、昨年度から3.3ポイント上がった
19.9％であるものの、平均値が20.6％であるので、低いものとなっている。今後、市民参加による水防訓練や総合防災訓練、
地域防災訓練等を実施し市民の防災意識の向上を図ることが必要である。また自主防災組織の活動支援をさらに行うことで学
校などとの連携が必要とされている。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

46,245,000 15,309,000 9,195,000 7,982,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 2,500,000 0 0

46,245,000 12,809,000 9,195,000 7,982,000

47,365,000 14,756,000 10,026,000 0

40,116,273 12,421,283 9,115,451 0

84.7 84.2 90.9 0.0

2.17 4.60 2.03 0.00

19,389,668 43,007,553 17,745,793 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

426,391 810,869 345,866 0

59,932,332 56,239,705 27,207,110 0

①災害時の避難場所を知っている
市民の割合（以上）

76.6

％

75.9 74.9 75.9 - - -

89.3 88.1 89.3 0.0 0.0 0.0
85

②地域防災訓練の実施回数（自治
会等のみ）

55

回

73 95 70 - - -

91.3 118.8 87.5 0.0 0.0 0.0
80

③地域防災訓練の実施回数（企業
参加）

0

回

1 1 0 - - -

10.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0
10

④自主防災組織と学校の連携防災
訓練

0

回

0 4 2 - - -

0.0 36.4 18.2 0.0 0.0 0.0
11
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今後の展開
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指標の分析

040　防災体制の充実
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市民意識調査の避難場所認知度については、１．０ポイントプラスであったが、今後も防災訓練時に更なる増加を目指し説明する。自治会主
催の地域防災訓練の実施については、概ね目標を達成している。今後は自主的な活動の促進を図る。自主防災組織と学校との共同防災訓練は
、実施できなかったので各団体に対し実施しやすい環境作りを促進する。

市民が安心して暮らせるように万が一の災害に備え、水防訓練や総合防災訓練のほか震災対応図上訓練を実施した。また地域防災計画の一部
見直しや災害対策本部マニュアルを整備することで防災体制の充実を図っている。
東日本大震災においては災害対策本部を設置し、その対応にあたった。

水防訓練や総合防災訓練における内容の充実、地域防災訓練の実施団体数の増加を図る。また、災害時の避難の方法について、一次避難所・
二次避難所と広域避難場所の役割を含め、市民に周知徹底する。

　各種訓練の回数を増加することにより、より多くの市民の参加を推進するとともに、自主防災組織の活動を支援し市民の防災意識の更なる
向上を図っていく。また避難場所の確保・指定や案内板の設置、広域避難場所や避難場所の見直しを随時行い、市民への周知を図る。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 防災会議運営事業 10 85,000 85,000 85,000 防災会議及び地震部会運営 A A B

2 防災思想普及事業 20 8,332,000 7,377,276 7,165,000 市民の防災思想の普及を図る。 A A A

3 補助金　災害予防運動事業費 50 778,000 778,000 732,000 府中市災害防止協会への補助金 B 1 B B

4 少年消防クラブモデル事業 20 0 875,175 0 府中市消防少年倶楽部の充実強化
並びに活性化の推進

C 1  −  −

5 地域防災スクールモデル事業 20 ○ 0 0 0
地域防災防災スクールを消防署や
消防団など関係防災機関の協力を
得て実施する。

 −  −  −  −

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 9,195,000 9,115,451 7,982,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度
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041 災害対応能力の向上

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

05 防災対策の強化
環境安全部 防災課

防災行政無線の改修や中央防災センター（仮称）の整備など、防災施設を充実するとともに、公共施設などの耐震化・防火化
を促進し、災害に強いまちづくりを進めることにより、災害対応能力の向上を図ります。

　平成22年度に実施した市民意識調査では、市民にとって重要度は高いが、満足度は低いといった意識調査結果がでている。
今後さらに各防災施設の整備や公共施設等の耐震化・防火化を推進することで、市民の防災への意識啓発を行い、安全で快適
に住めるまちづくりを推進していく。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

240,478,000 545,258,000 350,129,000 150,055,000

8,970,000 72,070,000 6,605,000 6,735,000

8,125,000 7,125,000 6,375,000 6,162,000

100,900,000 256,200,000 84,600,000 7,000,000

14,075,000 113,342,000 139,631,000 61,680,000

108,408,000 96,521,000 112,918,000 68,478,000

240,309,000 555,580,000 354,001,000 0

182,620,968 485,696,772 281,580,335 0

76.0 87.4 79.5 0.0

5.22 13.64 5.34 0.00

46,731,937 127,526,744 46,681,052 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

788,037 1,888,454 966,784 0

230,140,942 615,111,970 329,228,171 0

①多目的貯水槽の設置数
3

基

5 6 6 - - -

45.5 54.5 54.5 0.0 0.0 0.0
11

②防災行政無線局の改修率（子局
）

63

基

98 114 133 - - -

73.7 85.7 100.0 0.0 0.0 0.0
133

③防災行政無線局の改修率（親局
）

0

基

0 0 1 - - -

0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0
1



４　施策の評価

今後の課題

今後の展開

これまでの主な取組と成果

指標の分析

041　災害対応能力の向上
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便槽を併設した多目的貯水槽は平成22年度増設なしで合計６基のままだが、今後逐次設置していく。防災行政無線局の改修については、22年
度16基の実施により、133基全てが改修済みとなった。

　防災行政無線の改修や中央防災センター、水防・防災ステーションの整備などの防災施設を充実するとともに公共施設の耐震化・防火化を
推進し災害に強いまちづくりの推進を図っている。また、平成12年度から東京都防災ボランティア登録者（応急危険度判定員）を対象に年１
回連絡会を開催し、平成22年度には、模擬訓練を実施した。
　耐震改修促進計画に基づき、無料簡易耐震診断などを実施し、市内の建築物の耐震化を計画的且つ総合的に促進した。

　各中学校校庭への多目的貯水槽の整備や防災資器材の整備を順次進めているが、民間住宅などの耐震化を促進するに当り、市内にある昭和
56年以前の建築物の所有者に対して耐震化の必要性の周知及び情報提供を行い耐震化を促すことが重要であると考えている。また、木造住宅
の耐震化に関する助成制度を関係各課と調整し、拡充することも必要と考えている。
　震災時に円滑な判定業務を行うため、判定技術向上及び判定員の確保が必要である。

　多目的貯水槽の増設や防災行政無線の難聴地域や街区構成の変化に応じた改修や災害備蓄品の整備を進める。市民に対し引き続き耐震化の
必要性に係る相談会等を実施するとともに、耐震診断を受診した方へのフォローアップを行う。また市と応急危険度判定員との連絡体制を強
化するとともに、定期的に連絡会及び判定技術の向上を目的として模擬訓練などを実施していく。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 大規模災害時支給・貸付事業 10 19,500,000 0 19,500,000
災害救助法が適用される大規模災
害が発生した場合、支給等事業を
実施する。

B 1 B A

2 被災建築物応急危険度判定事業 20 39,000 36,960 20,000 東京都防災ボランティア登録者に
よる連絡会及び模擬訓練の開催

B 1 B B

3 耐震改修促進事業 20 3,000,000 2,940,000 3,000,000
昭和５６年５月３１日以前に建築
された市内の建築物の耐震化を促
進する。

A A A

4 耐震改修等補助事業 50 12,900,000 6,400,000 14,040,000
昭和５６年５月以前に建築され、
所有者が一戸建て木造住宅等の耐
震診断、改修費用の一部を助成

B 1 B B

5 災害対策用水利維持管理事業 30 970,000 550,652 865,000 消防水利の維持管理 B 3 B B

6 負担金　応急給水槽維持管理費 60 642,000 369,415 650,000 朝日町3丁目応急給水槽の維持管
理

B 1 B B

7 災害見舞品・見舞金支給事業 20 1,000,000 600,000 700,000 災害見舞品・見舞金を支給する。 B 3 B B

8 緊急災害対策事業 20 1,000 0 1,000 緊急災害対策として、災害復旧策
の実施

B 1 B B

9 防災資材等整備事業 20 63,152,000 60,206,966 67,576,000 防災用資材等を整備する。家具転
倒防止器具を給付する。

B 1 B A

10 災害対策用器具等整備事業 20 10,200,000 6,615,840 2,223,000 災害対策資器材の整備、ヘリサイ
ン整備

B 1 B B

11 防災施設維持管理・整備事業 30 65,808,000 65,101,988 19,391,000 防災施設の維持管理及び整備を実
施する。

B 1 B B

12 負担金　火災共済掛金 60 1,290,000 1,348,600 1,254,000 火災共済事業の特別加入者の掛け
金を負担する。

B 1 B B

13 中央防災センター整備事業 80 155,644,000 128,327,089 6,967,000 府中消防署の新築に伴い中央防災
センターの合築

B 1 B C

14 水防・防災ステーション管理運
営事業

70 9,783,000 4,582,825 7,668,000 府中市水防・防災ステーションを
整備する。

B 1 B C

15 負担金　共済見舞金 60 6,200,000 4,500,000 6,200,000 火災共済見舞金を支払う。 B 1 B C

16

17

18

19

20

合 計 350,129,000 281,580,335 150,055,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度
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042 消防力の充実

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

05 防災対策の強化
環境安全部 防災課

地域の防災リーダーとしての消防団員の確保に努めることにより、火災、地震、風水害などの災害から市民の身体、生命及び
財産を守り、安心して暮らせるまちづくりを進めるために消防力の充実を図ります。

平成２２年度に実施した市民意識調査では、領域がＢとなっており、重要度は高いが、満足度は低い施策が入っている領域に
なっている。災害に強い街づくりのためにも、東京消防庁の常備消防と消防団による非常備消防による、防災体制の整備・充
実が市民からは望まれている。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

2,832,451,000 2,828,708,000 2,705,845,000 2,855,187,000

0 0 0 0

80,000,000 59,000,000 59,000,000 59,000,000

12,500,000 0 0 0

0 20,000,000 0 0

2,739,951,000 2,749,708,000 2,646,845,000 2,796,187,000

2,822,221,000 2,763,472,590 2,864,134,410 0

2,810,650,253 2,746,469,118 2,844,748,183 0

99.6 99.4 99.3 0.0

4.34 8.56 2.99 0.00

38,873,920 80,031,446 26,137,892 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

854,869 1,595,666 509,446 0

2,850,379,042 2,828,096,230 2,871,395,521 0

①１，０００世帯当たり火災発生
件数（以下）

0.97

件

0.77 0.63 0.63 - - -

103.9 127.0 127.0 - - -
0.8

②消防団員の定員充足率
100

％

100 100 99 - - -

100.0 100.0 99.0 0.0 0.0 0.0
100
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042　消防力の充実
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1,000世帯当りの火災件数は減少している。また、団員の確保についても定数を確保しており、指標の目標は維持できている。

　平成２２年度は、消防団員の定数（４２０名）を数名割り込んだが、９９％の高い割合で団員の確保が図れた。消防団による出初式、春と
秋の火災予防運動、消防団の訓練、地域防災訓練での消防団による指導、地域防災スクール事業での学校を含めた地域への訓練指導を行い地
域に密着した活動を行った。東日本大震災発生時には、被害状況の確認や計画停電時における広報･警戒を実施した。
　また、平成２２年度に府中消防署、中央防災センター合築庁舎が完成し、団本部室と消防署との連携がより一層図れ、署隊と消防団の連携
による延焼防止活動で火災を最小限での消火することができた。

　消防団員も被雇用者が増え、平日の消防活動に際し、団員の確保が難しくなることが予想される。

　府中消防署と中央防災センターの合築により、常備消防と非常備消防が密接な連携を図れ充実した消防活動を行うことができる。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 負担金　東京都消防事務費 60 2,527,753,000 2,645,352,000 2,645,352,000 東京消防庁へ消防事務委託 B 1 A A

2 負担金　三多摩地区消防運営協
議会

60 5,000 5,000 5,000 三多摩地区消防運営協議会への運
営負担金の支出

B 1 A B

3 消防団活動支援事業 10 108,962,000 140,780,043 113,238,000
火災活動、防災訓練指導、照明電
源車の購入、消防団員の公務補償
等

B 1 A A

4 防火思想普及事業 20 1,583,000 1,337,582 1,544,000 府中市消防団出初式の実施 B 1 A B

5 消防施設維持管理事業 30 8,282,000 9,522,712 25,328,000 消防水利標識の維持管理 B 1 A B

6 負担金　東京都消防協会 60 177,000 176,800 177,000 東京都消防協会への負担金の支出 B 1 B C

7 消防団広域連携参画事業 60 364,000 364,000 364,000 三多摩地区消防団相互の連絡協調
及び消防団の活動強化

B 1 A B

8 負担金　東京市町村総合事務組
合消防事務費等

60 10,645,000 10,644,362 10,648,000 東京市町村総合事務組合への負担
金の支出

B 1 A B

9 消火栓設置・維持事業 60 48,062,000 36,563,080 58,531,000 消火栓設置事業 B 1 A B

10 負担金　緊急連絡システム電気
料

60 12,000 2,604 0 緊急連絡システムの電気料を負担
する。

D 2  −  −

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 2,705,845,000 2,844,748,183 2,855,187,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度

- 1 -

043 国民保護計画に基づく安全の確保

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

05 防災対策の強化
環境安全部 防災課

国民保護法の制定を受け、国民の保護のための措置を的確かつ迅速に実施することにより、武力攻撃や大規模テロなどに備え
て、市民の安全確保に努めます。

　平成22年度に実施した市民意識調査では、平成21年に比較し0.3ポイント周知率は向上したものの、依然として重要度は高
いが、満足度は低い施策が入っている領域になっている。予測がつかない武力攻撃や大規模テロ等の危機に備え、迅速、的確
に市民の安全を確保する体制を整備することが、市民から望まれている。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

1,104,000 1,188,000 1,169,000 857,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,104,000 1,188,000 1,169,000 857,000

1,084,000 1,188,000 1,169,000 0

777,000 0 45,758 0

71.7 0.0 3.9 0.0

0.63 0.80 0.31 0.00

5,675,025 7,479,574 2,709,949 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

124,797 149,124 52,816 0

6,576,822 7,628,698 2,808,523 0

①国民保護法及び国民保護計画の
認知度（以上）

-

％

14.5 14.5 14.8 - - -

20.7 20.7 21.1 0.0 0.0 0.0
70

②市民による訓練の年間実施回数
-

回

0 0 0 - - -

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
1

③職員による訓練の年間実施回数
-

回

1 1 1 - - -

100.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0
1
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国民保護に対する認知度は、平成22年度に比較し0.3ﾎﾟｲﾝﾄ上昇しているが、社会情勢等の動向変化に伴い、一般にマスコミ等でも「テロ対策
等」の別の表現になってきており、今後も認知度の顕著な上昇は難しい状況である。今後は震災を含めた危機対策全体の中で、国民保護の位
置付けを周知していく必要がある。

　平成22年度に全国瞬時警報装置（Ｊアラート）を整備し、情報収集・伝達体制の強化を図った。また、中央防災センターの整備に併せて、
災害対策本部運営マニュアルを策定し、国民保護事態への対応を含めた実戦的な危機管理能力の向上に効果があった。

　国民保護に関する社会情勢等の動向変化及びマスコミ等の対応を踏まえたうえで、認知度の上昇をいかに図っていくことが課題となってお
り、震災を含めた危機対策全体の中で、国民保護の位置付けをあらためて検討していく必要がある。　
　また、災害対策本部等における対応等、国民保護事態の発生に備えた実戦的な危機管理能力の向上・強化が必要である。

　国の動向を受け、全国瞬時警報装置の整備を完了し、情報収集・伝達体制の強化には一定の効果があった。今後は国民保護事態における実
戦的な危機管理能力の向上・強化を図るため、府中市中央防災センターの機能を活かした災害対策本部運営訓練や関係防災機関との連携強化
を推進していくとともに、全国瞬時警報装置の活用についても市民周知を図っていく。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 危機管理対策推進事業 10 1,169,000 45,758 857,000 国民保護事態等危機における態勢
について整備を進める。

B 1 B B

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 1,169,000 45,758 857,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度

- 1 -

044 交通安全意識の啓発

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

06 交通安全の確保、地域安全の推進
環境安全部 地域安全対策課

市民が安全に活動できるまちとして、交通事故を減らすため、警察署や交通安全協会などとの連携により交通安全運動や交通
安全教室などを実施し、運転者や歩行者の交通安全意識の啓発に努めます。

交通事故発生件数に占める自転車、子ども及び高齢者に係る交通事故の割合が高くなっています。また、自転車の運転マナー
低下に関する苦情や相談は年々増加傾向にあります。子どもや高齢者をはじめ、すべての人が安全に活動できるまちにするた
め、自転車の安全運転マナーの向上やルール遵守、地域や家族を取り込んだ交通安全意識の啓発が更に必要です。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

17,958,000 16,264,000 19,433,000 18,639,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

17,958,000 16,264,000 19,433,000 18,639,000

17,166,000 18,582,000 20,221,000 0

16,237,621 16,963,227 19,469,638 0

94.6 91.3 96.3 0.0

2.82 6.64 5.16 0.00

25,250,077 62,080,468 45,107,533 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

288,098 3,444,922 280,732 0

41,775,796 82,488,617 64,857,903 0

①
安心して歩道を通行することが
できると感じる市民の割合（以
上）

36.5

％

36.3 35 39 - - -

80.7 77.8 86.7 0.0 0.0 0.0
45

②人口１，０００人当たりの交通
事故発生件数（以下）

5.1

件

4.4 4 3.4 - - -

90.9 100.0 117.6 - - -
4

③幼児交通安全教室への参加者数
4,406

人

3,867 3,815 3,628 - - -

59.5 58.7 55.8 0.0 0.0 0.0
6,500

④自転車免許交付者数
96

人

114 114 102 - - -

5.7 5.7 5.1 0.0 0.0 0.0
2,000
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交通事故発生件数の減少により、安心して歩道を通行できると感じる市民の割合が増加傾向にあるが、自転車が関係する交通事故件数が依然
として多発しているため、特に自転車の安全利用についての啓発活動等が必要である。

交通安全市民のつどいや、小学生・高齢者自転車競技大会等の各種行事を通じて、交通安全思想の普及・啓発を行った。また、自転車利用の
機会が増える中学生向けた交通安全教室（スケアードストレイト）を実施し、自転車利用時の交通ルール及びマナーの効果的な普及・啓発を
行った。
各種事業の実施により交通事故発生件数は減少傾向にある。

高齢者や自転車が関係する交通事故が多発しているため、これらに重点を置いた取り組みが必要である。

継続して市民に交通ルールやマナーの普及・啓発に取り組む。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 交通安全対策審議会運営事業 20 264,000 0 0 府中市交通安全対策審議会開催 B 1 B B

2 交通安全思想普及事業 20 2,564,000 2,328,243 2,111,000 交通安全意識の啓発 B 1 A A

3 負担金　東京都市町村民交通災
害共済掛金

60 11,420,000 11,259,400 11,500,000 交通災害共済加入申込金の一部を
市で負担する。

B 1 C C

4 補助金　交通安全運動事業費 50 2,605,000 2,605,000 2,448,000 府中交通安全協会への補助 B 1 B B

5 幼児・児童自転車安全対策事業 50 2,580,000 3,276,995 2,580,000
幼児・児童の保護者が購入したヘ
ルメット購入費助成/幼児２人同
乗用自転車購入者に対する補助

B 1 B B

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 19,433,000 19,469,638 18,639,000

構成事務事業
の適当性



記 載 年 月

対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度

- 1 -

045 安全な交通環境の整備

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

06 交通安全の確保、地域安全の推進
環境安全部 地域安全対策課

道路通行者や歩道などの歩行者の安全な通行を確保するために、安全な交通環境の整備を図ります。

交通安全灯や道路反射鏡を設置し、交通環境の整備に努めています。また、駅周辺に自転車駐車場を整備し、放置自転車の対
策に努めています。
しかし、交通事故や渋滞の原因となる路上駐車や、歩行者の通行に支障をきたす歩道などへの違法駐輪は減少しない状況です
。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

441,719,000 370,969,000 318,874,000 323,939,000

57,112,000 0 0 0

1,022,000 1,066,000 17,886,000 16,486,000

62,400,000 0 0 0

55,122,000 84,513,000 75,040,000 78,303,000

266,063,000 285,390,000 225,948,000 229,151,000

448,151,000 336,447,000 317,048,000 0

435,857,770 320,615,275 289,854,306 0

97.3 95.3 91.4 0.0

3.65 5.56 6.89 0.00

32,681,837 51,983,042 60,230,795 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

372,893 2,884,602 540,195 0

468,912,500 375,482,919 350,625,296 0

①交通安全灯設置数
6,731

基

7,035 7,156 7,161 - - -

102.0 103.7 103.8 0.0 0.0 0.0
6,900

②道路反射鏡設置数
2,677

基

2,685 2,688 2,688 - - -

89.5 89.6 89.6 0.0 0.0 0.0
3,000

③自転車駐車場収容可能台数
21,684

台

21,678 21,645 21,292 - - -

94.3 94.1 92.6 0.0 0.0 0.0
23,000
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各指標の推進により、交通事故及び放置自転車は減少傾向にある。

交通安全灯の設置及び修理、道路反射鏡の設置及び修理、また、道路区画線修理や自転車駐車場整備等交通安全施設のを推進を図り、市民の
交通安全の確保及び地域安全の推進に努めた。

老朽化した交通安全施設の更新が必要となっている。

交通安全灯及び道路反射鏡については、本年度より管理下の所管になることから、今後は、放置自転車対策を中心に、違法駐車対策等、市民
の交通安全の確保及び地域安全の推進に努める。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 自転車対策審議会運営事業 10 121,000 88,000 0 自転車対策審議会の開催 B 1 B B

2 競馬競艇開催時交通対策事業 20 48,000 20,160 27,000 競馬競艇開催時における交通事故
及び交通公害を排除する。

B 1 B B

3 駅周辺自転車対策事業 10 106,736,000 105,555,607 106,956,000 駅周辺の自転車駐車場整備や放置
自転車の対策

A A A

4 市営駐車場管理運営事業 30 0 0 11,236,000 市営駐車場の管理運営を行う。  −  − B B

5 市営駐車場指定管理者候補者選
定会議運営事業

90 99,000 22,000 0 平成２３年度以降の指定管理者候
補者を選定する。

D 1  −  −

6 交通量調査事業 20 3,931,000 3,486,000 0 市内の主要交差点において車両等
の交通量を計測する。

B 1 C C

7 交通安全施設維持管理事業 30 144,052,000 119,310,024 125,357,000
道路反射鏡、道路区画線、交通安
全灯など交通安全施設の設置、維
持管理

B 1 A A

8 自転車駐車場管理運営事業 30 62,679,000 60,031,715 79,003,000 自転車駐車場の維持管理と運営 B 1 B B

9 補助金　自転車駐車場利用料助
成事業費

50 1,208,000 1,340,800 1,360,000 自転車駐車場利用料の助成 B 1 B B

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 318,874,000 289,854,306 323,939,000

構成事務事業
の適当性
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対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度
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046 防犯対策の充実

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

06 交通安全の確保、地域安全の推進
環境安全部 地域安全対策課

市民が安心して暮らせる犯罪の起こらない街を実現するため、防犯設備の増設・整備を継続して行い、またあらゆる機会を通
じて防犯情報等を発信し周知させ、市民の防犯に対する意識を高め、青色回転灯を活用した効果的な防犯パトロールの実施な
どにより防犯対策の充実を図ります。

市内の刑法犯認知件数は、昨年よりも増加し、特にオートバイ盗や自転車盗などの乗り物盗や万引き、置き引きなど身近で発
生する犯罪は増大傾向で、市民が肌で感じる体感治安は決して良くなっているとは言いがたい。
そのため、市としても安全安心メールにより犯罪情報などの提供を行い、新たな犯罪の抑制に努めるとともに、警察署や関係
団体、市民と連携した各種防犯活動を積極的に展開する必要がある。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

68,739,000 71,576,000 61,750,000 49,672,000

0 0 0 0

225,000 112,000 67,000 0

0 0 0 0

0 0 0 0

68,514,000 71,464,000 61,683,000 49,672,000

68,739,000 72,520,000 64,250,000 0

66,450,209 70,842,745 59,651,332 0

96.7 97.7 92.8 0.0

2.43 5.30 4.09 0.00

21,758,045 49,552,180 35,753,839 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

248,255 2,749,720 323,309 0

88,456,509 123,144,645 95,728,480 0

①安全安心メールの登録者数
3,952

人

5,420 5,847 15,400 - - -

54.2 58.5 154.0 0.0 0.0 0.0
10,000

②子ども緊急避難の家協力世帯数
1,816

世帯

1,896 1,871 1,909 - - -

94.8 93.6 95.5 0.0 0.0 0.0
2,000

③防犯灯設置数
10,210

基

10,360 10,389 10,452 - - -

94.2 94.4 95.0 0.0 0.0 0.0
11,000
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東日本大震災の影響により安全安心メール登録者数は飛躍的に増加した。市民の安全安心メールに対する必要性は向上していると考える。こ
れを機に警察署と連携して事件の発生情報のみならず、最新の防犯情報を積極的に提供するなど、市民の防犯意識を高めていきたい。また、
防犯灯設置数も増加し、市民の安全性が推進されているところではあるが、今後も防犯施設の維持管理に努めなければならない。

○広報誌や各種イベント・会合等を通じ、安全安心メール登録者の拡大を図り、犯罪発生情報や対策などの防犯情報を適宜提供し、市民の防
犯意識の向上に努めた。
○また、地域住民への緊急避難の家の協力要請も行い、協力世帯数を増やすことができた。
○防犯灯については、地域の実情に応じて新規に設置または移管し、球切れや故障にも迅速に対応することで夜間の安全性を高めている。
○地域自主設置防犯灯や、防犯カメラの設置・維持に対しての助成を引き続き行っている。
○市及び自治会の青色回転灯装備車両を増台し、市内のパトロールを強化した。
○委託警備員による、子どもの下校時間帯を中心とした市内小中学校・公園周辺の防犯パトロールを実施し、安全確保に努めている。

節電の影響による夜間帯の体感治安の低下が危惧されることから市民レベルでの防犯活動の強化を図る必要がある。

○あらゆる機会を通じて安全安心メールの啓発活動を行い、また警察署と連携して事件の発生情報のみならず、最新の防犯情報を積極的に提
供するなど、市民の防犯意識を高めていく。
○青色回転灯を活用したパトロール活動を強化する。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 防犯普及事業 20 12,950,000 11,852,927 2,000,000 防犯意識の啓発 A A A

2 防犯灯維持管理事業 30 44,915,000 41,694,965 43,922,000 市内防犯灯設備の整備 B 3 B B

3 補助金　防犯灯電気料 50 3,110,000 2,909,440 3,110,000
自治会等において設置し、維持管
理を行っている防犯灯の電気料金
に対し、助成金を交付する。

B 1 B B

4 補助金　防犯カメラ整備等事業
費

50 640,000 3,140,000 640,000
安全安心まちづくり推進地区内の
防犯カメラ設置者に補助金を交付
する。

B 1 B B

5 補助金　青色防犯パトロール事
業費

50 135,000 54,000 0 自主防犯活動を実施する団体の自
動車整備費等の補助

C 2 C C

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 61,750,000 59,651,332 49,672,000

構成事務事業
の適当性
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対 象 年 度

施 策 の 目 的

主担当部課名

施 策 名

総 合 計 画
基本目標

基本施策

３　指標実績の推移等

１　施策の目的等

施 策 評 価 シ ー ト

総 コ ス ト

職 員 数

（人件費）

（事業費）

実　績

嘱託員人件費

市 債

そ の 他

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

指標名

施策を取り巻
く現況や市民
ニーズ等

基準値
（単位）

実績の推移

目標値

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

実　績

達成率

達成率

実　績

達成率

実　績

嘱 託 員 数

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

予 算 現 額

一 般 財 源

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国庫支出金

執 行 率

決 算 額

平成23年6月

平成22年度
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047 地域安全体制づくりの支援

Ⅱ  安全で快適に住めるまちづくり

06 交通安全の確保、地域安全の推進
環境安全部 地域安全対策課

市民が安心して暮らせる犯罪が少ないまちにするために、市民の防犯意識の高揚と自主的な防犯活動を促進し、市民、事業者
、関係団体などとの連携による地域安全体制づくりを支援します。

防犯協会や地域住民による自主的な地域パトロールなど、地域での安全体制づくりを支援しています。市内では、非侵入窃盗
が減少するなど、市内犯罪件数は全体的に減少傾向にありますが、まだまだ地域の防犯意識に左右される犯罪が目立ちます。
したがって、地域の自主防犯の意識をはぐくむ防犯意識の啓発や自主活動への支援を継続する必要があります。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H25年度

1,244,000 1,224,000 1,205,000 874,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,244,000 1,224,000 1,205,000 874,000

1,244,000 1,224,000 1,205,000 0

969,000 949,000 930,000 0

77.9 77.5 77.2 0.0

0.95 1.90 2.00 0.00

8,506,232 17,763,989 17,483,540 0

0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0

97,054 985,744 119,745 0

9,572,286 19,698,733 18,533,285 0

①地域の治安が悪化していると感
じている市民の割合(以下）

40.7

％

34 24.6 22.7 - - -

102.9 142.3 154.2 - - -
35

②犯罪発生件数
3,393

件

2,939 2,798 2,893 - - -

97.7 102.6 99.2 - - -
2,870

③自主防犯活動参加人数
608

人

- 1,386 1,281 - - -

0.0 189.9 175.5 0.0 0.0 0.0
730

④地域安全リーダー数
156

人

190 300 348 - - -

52.8 83.3 96.7 0.0 0.0 0.0
360
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自主防犯活動参加人数の増加に伴い犯罪認知件数の減少となり、市民の体感治安も改善されている。今後も防犯グッズ支援や相談体制を強化
し、市民・事業者・関係団体が一体となった防犯対策の充実に努める。

○市民の防犯意識の高揚と自主的な活動を促進するために、防犯キャンペーンを積極的に展開し、また地域での会合や防犯講話などを通じて
、防犯意識の啓発や情報の提供などを行った。
○市民、事業者などが行う自主防犯活動の支援の一環として、防犯活動に必要な道具などの提供を行い、安全意識啓発を充実させた。
○地域防犯活動の核となる地域安全リーダーの更なるレベルアップのために、受講者を集めて研修会を実施した。
○PTAや町内会、学校や警察署などが協力して、通学路の安全点検を実施し施設の改善を行い、また登下校時の見守りを行うことで、子ども
の安全確保に努めた。
○警察署などの関係機関に対して、犯罪に対する相談体制の充実や取締りの強化を要請した。

○市民の安全意識啓発のため、防犯に関する会合や街頭活動をさらに積極的に展開していく必要がある。
○若い世代並びに女性の地域安全リーダーの養成

○警察署、防犯協会との連携を強化し、市民の防犯意識高揚のため防犯活動に関するイベントやキャンペーンを適宜実施する。
○地域安全リーダーの増加を目指し、特に若い世代への参加を呼びかけ、全世代が防犯活動への関心を持ち、防犯意識を高めていただく。
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H22年度 H23年度

５　構成事務事業の評価 （単位：円）

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

優
先
度当初予算額 決算額

H22年度 H23年度

1 生活安全推進会議運営事業 10 275,000 0 0 生活安全推進会議の開催 B 1 B B

2 補助金　防犯運動事業費 50 930,000 930,000 874,000 防犯思想普及及び啓発に係る経費
の補助

B 1 A A

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 1,205,000 930,000 874,000

構成事務事業
の適当性


	施策評価シート（基本目標2-1）
	施策評価シート（基本目標2-1.5）
	施策評価シート（基本目標2-2）
	施策評価シート（基本目標2-3）
	施策評価シート（基本目標2-4）
	施策評価シート（基本目標2-5）
	施策評価シート（基本目標2-6）

